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明 細 書

発明の名称 ：電子機器、 ワイヤ レス送電装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、電子機器、 ワイヤ レス送電装置に関する。

本願は、 2 0 1 0 年 6 月 2 9 日に、 日本に出願 された特願 2 0 1 0 _ 1 4

7 5 9 4 号 に基づき優先権 を主張 し、その内容をこ こに援用する。

背景技術

[0002] ワイヤ レス給電は、現在、電磁誘導 によるものが主流である。電磁誘導方

式は、送電部 と受電部 とを近接 させる必要がある。最近、結合距離 を大 きく

し、位置ずれに対する効率低下を改善するために、近傍界アンテナを用いた

電界或いは磁界結合によるワイヤ レス給電が注 目されているが、現状では 2

0 c m程度 とまだ十分な給電距離が得 られていない。

[0003] 一方、マイクロ波給電は、過去に人工衛星の太陽電池で発電 した電力を地

上に伝送することが検討されたように、長距離間の給電が可能である。 しか

し、屋内のマイクロ波給電手段は I C タグのように極めて電力消費の小さい

ものに しか用い られていない。家庭用電化製品のように比較的電力消費の大

きい電子機器に対するマイクロ波給電技術は未だ確立されていない。 よって

、特許文献 1 には、導電材料のガスノズルに測定用電波を供給 して、測定用

の電波を放射することが記載 されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 9 _ 3 0 2 2 1 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] マイクロ波は生体への影響が懸念されているため、送電時の電力密度 を制

限する必要がある。例えば、電気通信技術審議会による諮問第 3 8 号 「電波

利用における人体の防護指針」 （昭和 6 3 年 6 月 2 7 日諮問）によれば、一



般環境 と して電力密度が 1 mW / c m 2以下 という指針がある。 そのため、屋

内で受電及び送電を行 う場合、大面積のアンテナが必要 となる。 しか し、大

面積のアンテナを家庭用電化製品等の電子機器 に付加することは、電子機器

の大型化 を招 くため望 ま しくない。

[0006] 特許文献 1 はマイクロ波給電に関するものではないが、電波 を送受信する

アンテナを備 えている点でワイヤ レス給電システム と共通する。特許文献 1

の熱処理装置は、熱処理装置内の導電性部材 （ウェハボー ド、 ガスノズル、

熱電対保護管、熱電対等）を送受信 ア ンテ ナ に用い、 ワイ ヤ レス で被処理体

の温度 を検 出するものである。特許文献 1 の熱処理装置は、送受信 アンテナ

が ロッ ドアンテナ形状 になるため、電波 を収束 させる効果はな く、大 きな利

得 は得 られない。 そのため、特許文献 1 のワイヤ レス通信 システムの構成 を

ワイヤ レス給電システムに適用 しても、十分な給電を行 うことはで きない。

[0007] 本発明は、上記事情 に鑑みてなされたものであ り、大 きな電力を受電する

ことが可能で且つ場所 をとらないワイ ヤ レス受電装置内蔵型の電子機器 を提

供することを目的 とする。 また、本発明は、大 きな電力を送電することが可

能で且つ場所 をとらないワイ ヤ レス送電装置 を提供することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明の一実施形態 に係 る電子機器は、 ワイ ヤ レス受電装置 を備 える電子

機器であ って、前記 ワイ ヤ レス受電装置は、前記電子機器の筐体の内部 に設

置 された受信 アンテナ と、前記電子機器の筐体の壁面 に設置 され、前記受信

アンテナに向けて伝搬するマイクロ波 を収束するパス レングス レンズと、 を

備 える。

[0009] 前記受信 アンテナに向けて伝搬するマイクロ波は平面波であ っても良い。

[001 0] 前記パス レングス レンズと前記受信 アンテナ と、 を含む受電部が、前記筐

体の壁面 に沿 つて複数設 け られていても良い。

[001 1] 前記 ワイヤ レス受電装置は、前記受信 アンテナによって受電 した電力を蓄

える蓄電装置 を有 していても良い。

[001 2] 前記電子機器は、 表示パ ネル の後方 に放熱 フ ィ ンを配置 した薄型表示装置



であり、前記パスレングスレンズは、互いに平行に配置された複数の板材か

らなり、前記複数の板材は前記表示パネルと対向する位置に配置され、前記

放熱フィンとして機能 していても良い。

[001 3] 前記表示パネルと前記パスレングスレンズとの間に、金属で形成されたシ

—ル ド板が設けられていても良い。

[0014] 前記電子機器は、振動板の前方に音響 レンズを配置 したスピーカ一であり

、前記パスレングスレンズは、互いに平行に配置された複数の板材からなり

、前記複数の板材は前記振動板の前方に設置され、前記音響 レンズとして機

能 していても良い。

[001 5] 前記複数の板材には、固有振動数の異なる複数の板材が含まれていても良

い。

[001 6] 前記板材は、誘電体フイルムの表面に金属膜を形成 したものであっても良

い。

[001 7] 前記板材は、金属板の表面に誘電体をコーティングしたものであっても良

い。

[001 8] 本発明の他の実施形態に係るワイヤレス送電装置は、マイクロ波を放射す

る送信アンテナを備えた窓枠と、前記送信アンテナから放射されたマイクロ

波を平面波に変換 して屋内に送信するパスレングスレンズと、を有 し、前記

パスレングスレンズは、互いに平行に配置された複数の板材からなり、前記

複数の板材は、前記窓枠の前面に配置され、プライン ドのル一バ一として機

能する。

[001 9] 前記板材は、金属板の表面に誘電体をコーティングしたものであっても良

し、。但 し、誘電体での損失が大きくならないように、使用する周波数域での t

an (誘電正接）の値が小さい誘電体を選択することが望ましい。例えば、 t

an の値が 0 . 0 0 1 以下の誘電体を用いるのが望ましい。

発明の効果

[0020] 本発明によれば、大きな電力を受電することが可能で且つ場所をとらない

ワイヤレス受電装置内蔵型の電子機器を提供することができる。また、本発



明によれば、大きな電力を送電することが可能且つ場所をとらないワイヤレ

ス送電装置を提供することができる。

図面の簡単な説明

[0021 ] [ 図1] ワイヤ レス給電システムの一例を示す模式図である。

[図2] ワイヤレス給電システムのプロック図である。

[図3]パスレングスレンズの概略構成を示す斜視図である。

[図4] 受信アンテナの断面模式図である。

[図5] 受電部におけるマイク口波の受信方法の説明図である。

[図6]送電部におけるマイク口波の送信方法の説明図である。

[図7A] ワイヤレス送電装置を屋内に設置する方法の一例を示す平面図である

[図7B] ワイヤレス送電装置を屋内に設置する方法の一例を示す断面図である

[図8A] 図 1 及び図 7 A 、 7 B に示 した送受電部の概略構成を示す模式図であ

る。

[図8B]送受電部 （送電部又は受電部）の変形形態を示す模式図である。

[図9] ワイヤレス受電装置を内蔵 したスピーカ一の断面模式図である。

[図10] スピーカ一に適用されるパスレングスレンズの断面模式図である。

発明を実施するための形態
[0022] 図 1 は、ワイヤレス給電システムの一例を示す模式図である。

[0023] ワイヤ レス給電システム 1 0 0 は、ワイヤ レス送電装置 3 9 と、 ワイヤ レ

ス受電装置 2 9 を内蔵 した電子機器の第 1形態である薄型表示装置 1 と、を

備える。ワイヤ レス給電システム 1 0 0 は、ワイヤ レス送電装置 3 9 を屋内

に設置 し、同じく屋内に設置された薄型表示装置 1 に対 してワイヤレスで電

力を送電するものである。

[0024] 薄型表示装置 1 は、表示パネル 2 と、表示パネル 2 の後方に配置された光

学シー 卜3 及び拡散板 4 と、拡散板 4 の後方に配置された光源 6 及び反射板

7 からなるバックライ ト装置 8 と、を備える。表示パネル 2 は液晶パネルで



ある。符号 9 は、表示パネル 2 の外周部を保持するパネルフレームである。

符号 5 は、光源 6 を保持するホルダ一である。

[0025] 反射板 7 は底浅の箱状に形成されている。パネルフレーム 9 の外縁部は、

反射板 7 の背面に当接する金属製のシール ド板 1 0 の外縁部とビスにより締

結されている。シール ド板 1 0 は、反射板 7 と対向する部分が肉厚の平板部

とされ、シ一ル ド板 1 0 の外周部は、反射板 7 の背面側を収納するように前

方に延伸 している。

[0026] パネルフレーム 9 とシール ド板 1 0 は、それらの外側が前後から前キヤビ

ネット1 1 と後キャビネッ卜1 2 とにより挟み込まれている。前キャビネッ

卜1 1 と後キャビネッ卜1 2 は樹脂の成形品である。後キャビネッ卜1 2 の

中央部には開口部 1 2 a が形成されており、開口部 1 2 a には、熱伝導性の

良いアルミニウム等の金属板からなる放熱キャビネッ卜1 3 が内側から嵌め

込まれている。前キャビネッ卜1 1 と後キャビネッ卜1 2 と放熱キャビネッ

卜1 3 は、表示パネル 2 及びバックライ 卜装置 8 を内部に収容する薄型表示

装置 1 の筐体である。

[0027] 放熱キャビネッ卜1 3 の下端はシール ド板 1 0 の下端に密着 しており、そ

の外側に、スタン ド1 7 に支持された金属板からなる支柱 1 6 が配置されて

いる。放熱キヤビネッ卜1 3 とシール ド板 1 0 と支柱 1 6 は、ボル 卜1 5 に

より一体に固定されている。

[0028] 放熱キャビネッ卜1 3 のシール ド板 1 0 の平板部と対向する面にはパスレ

ングスレンズ 2 2 が設けられている。パスレングスレンズ 2 2 は、ワイヤレ

ス送電装置 3 9 から送信された平面波 9 を筐体の内部に向けて収束させる

電波 レンズである。パスレングスレンズ 2 2 の焦点位置近傍には、受信アン

テナ 2 が設けられている。パスレングスレンズ 2 2 によって収束されたマ

イク口波 9 2 は受信アンテナ 2 で受信され、電気エネルギーに変換される

。パスレングスレンズ 2 と受信アンテナ 2 によって受電部 2 0 が構成さ

れている。

[0029] ワイヤレス送電装置 3 9 は、マイクロ波 9 0 を放射する送信アンテナ 3 1



と、送信 アンテナ 3 か ら放射されたマイクロ波 9 0 を平面波 9 に変換す

るパス レングス レンズ 3 2 と、送信 アンテナ 3 を電源 に接続するためのコ

ンセン ト3 3 と、発振器 アンプ 3 4 と、 を備える。パス レングス レンズ 3

2 と送信 アンテナ 3 によって送電部 3 0 が構成 されている。発振器/ アン

プ 3 4 は、マイクロ波 9 0 を発振 し、増幅する。送信 アンテナ 3 1 は、パス

レングス レンズ 3 2 の焦点近傍 に設けられている。送信 アンテナ 3 か ら放

射されたマイクロ波 9 0 は、パス レングス レンズ 3 2 によってエネルギー密

度の小さい平面波 9 に変換 され、屋内に送信 される。

[0030] ワイヤ レス給電システム 1 0 0 では、送電部 3 0 と受電部 2 0 との間の送

電は、電力密度の小さい平面波 9 によって行われている。平面波 9 は受

電部 2 0 に到達するまで収束 しないので、送電中のマイクロ波 9 による人

体への影響は小さい。

[0031 ] 屋内に送信 されたマイクロ波 9 は、薄型表示装置 1 の筐体の内壁に広い

面積で設置されたパス レングス レンズ 2 2 により収束され、再び高い電力密

度のマイクロ波 9 2 に変換 されて受信 アンテナ 2 で受信 される。 よって、

人体への影響が小さい弱いマイクロ波 9 を用いた場合でも、効率的に薄型

表示装置 1 に電力を供給することができる。

[0032] 送電部 3 0 及び受電部 2 0 では、パス レングス レンズ 3 2 ， 2 2 の屈折率

を大 きくすることで、高密度のマイクロ波 9 0 ， 9 2 が伝搬 される空間を小

さ くすることができる。例えば、受電部 2 0 では、 このような空間を小さ く

することで、シール ド板 1 0 の後面側の空間を小さ くすることができ、薄型

表示装置 1 の薄型化が可能 となる。送電部 3 0 では、 このような空間を小さ

くすることで、人間が誤 ってそのような場所に立ち入 って しまうことを防止

することができる。

[0033] 表示パネル 2 と受電部 2 0 との間には、金属製のシール ド板 1 0 が配置さ

れている。シール ド板 1 0 によって表示パネル 2 側へのマイクロ波 9 2 の侵

入が抑制 されてお り、電力密度の高いマイクロ波 9 2 によって表示パネル 2

の T F T 4 4 (図 2 参照）などが誤作動を起 こすことが防止されている。



[0034] 図 1 では、薄型表示装置 1 の一例として液晶表示装置を例示 したが、薄型

表示装置 1 はこれに限定されない。フラッ 卜パネルディスプレイとして知 ら

れているプラズマディスプレイ、有機エレク トロルミネッセンスディスプレ

ィ、フィール ドェミッションディスプレイ等の他の薄型表示装置に対 して上

記の受電部 2 0 を適用することができる。

[0035] 図 2 は、ワイヤレス給電システム 1 0 0 のプロック図である。

[0036] 薄型表示装置 1 は、表示パネル 2 と、ゲ一 卜ドライバ 4 2 と、データ ドラ

ィバ 4 3 と、タイミングジェネレータ一4 1 と、電源装置 4 0 と、を備える

。ゲ一 卜ドライバ 4 2 、データ ドライバ 4 3 、タイミングジェネレータ一4

及び電源装置 4 0 によって、表示パネル 2 の制御装置が構成されている。

[0037] 表示パネル 2 には、複数のゲ一 卜線 4 6 と複数のデータ線 4 7 とが格子状

に形成されている。ゲ一 卜線 4 6 とデータ線 4 7 との各交点に対応 してT F

T (Th i n Fはm Trans i stor ；薄膜 トランジスタ）4 4 が形成されている。 T

F T 4 4 には表示要素 4 5 が接続されている。表示要素 4 5 は、画素電極 4

5 a と、対向電極 4 5 b と、画素電極 4 5 a と対向電極 4 5 b との間に挟持

された図示略の液晶と、を含む。

[0038] T F T 4 4 のゲ一 卜はゲ一 卜線 4 6 と接続されている。 T F T 4 4 のソ一

スはデータ線 4 7 と接続されている。 T F T 4 4 の ドレインは画素電極 4 5

a と接続されている。対向電極 4 5 b はコモン線 4 8 と接続されている。画

素電極 4 5 a には、 T F T 4 4 を介 してデータ線 4 7 からデータ信号が入力

されるようになつている。対向電極 4 5 b には、電源装置 4 0 により生成さ

れたコモン電位が供給されるようになっている。画素電極 4 5 a と対向電極

4 5 b との間の電圧によって液晶の配向状態が変化 し、これにより、表示要

素 4 5 の表示が明状態から暗状態に切 り換えられるようになつている。

[0039] データ ドライバ 4 3 は、一水平走査単位の階調データ （データ信号）に基

づいて、データ線 4 7 を順次走査駆動する駆動回路である。ゲ一 卜ドライバ

4 2 は、一垂直走査期間内に、水平同期信号に同期 して、ゲ一 卜線 4 6 を順

次走査駆動する駆動回路である。タイミングジェネレータ一4 1 は、外部か



ら入力される ビデオ信号やそれに同期 したクロック信号か ら、薄型表示装置

1 の動作 に必要な各種信号 （データ信号、制御信号）を生成する回路である

[0040] 電源装置 4 0 は、受電部 2 0 を介 してワイヤ レス送電装置 3 9 か ら供給 さ

れた電力を薄型表示装置 1 の駆動 に必要な複数の電圧 に変換する装置である

。電源装置 4 0 は、データ ドライバ 4 3 ゃゲ一 卜ドライバ 4 2 に供給する駆

動用電位や、対向電極 4 5 b に供給するコモン電位 を生成する。

[0041 ] 電源装置 4 0 は、受電部 2 0 で受信 したマイクロ波 9 1 によって生 じた交

流電流 を直流電流 に変換する整流回路 2 3 と、整流回路 2 3 か ら供給 された

電力を蓄える蓄電装置 2 4 と、蓄電装置 2 4 か ら入力された電圧 を薄型表示

装置 1 の駆動 に必要な複数の電圧 （例 えば、データ ドライバ 4 3 ゃゲ一 卜ド

ライバ 4 2 に供給する駆動用電位や、対向電極 4 5 b に供給するコモン電位

) に変換する電源回路 4 9 と、 を備 える。

[0042] 蓄電装置 2 4 は、 リチウムイオ ン二次電池や電気二重層 コンデ ンサ （E Lect

i c doub Le- Layer capac i tor) の ようなキ ヤ ノ《シタで構成 されている。電気

二重層 コンデ ンサは、電気二重層 という物理現象 を利用することで蓄電効率

が著 しく高め られたコンデ ンサ （キャパシタ）である。

[0043] 受電部 2 0 と整流回路 2 3 と蓄電装置 2 4 とによ り、 ワイ ヤ レス受電装置

2 9 が構成 されている。

[0044] 図 2 では、受電部 2 0 で受電 した電力をいつたん蓄電装置 2 4 に蓄 えてか

ら電源回路 4 9 で各種駆動回路 に必要な電圧 を生成する。例 えば、電力密度

1 mW / c m 2 のマイク口波 を 5 0 c m X l 0 0 c m のサイズの受信 アンテナ

で受信 した場合、 アンテナ間の伝送効率が 1 0 0 % であ っても給電可能な電

力は 5 W程度である。

[0045] しか し、蓄電装置 2 4 は用いな くても良い。マイクロ波給電のアンテナ間

の伝送効率 は、マイクロ波の周波数 にもよるが、 2 ， 4 5 G H z において 9

0 % 近 い効率が得 られるという報告がある (信学技報AP98-1 24 ( 1998-1 2) p.

2 1) 。 R F _ D C 変換 の変換効率 も、 7 5 % 程度の効率が報告されている。



[0046] 図 3 は、パスレングスレンズ 2 2 の概略構成を示す斜視図である。

[0047] パスレングスレンズ 2 2 は、互いに平行に配置された複数の板材 2 6 から

なる。複数の板材 2 6 は、一定の間隔で配置されている。パスレングスレン

ズ 2 2 の電波入射面 （平面波 9 1 が入射する面） 2 2 a は、図 1 に示 したシ

—ル ド板 1 0 の平坦部と平行な面である。パスレングスレンズ 2 2 の電波出

射面 （マイクロ波 9 2 が出射する面） 2 2 b は、電波入射面 2 2 a の法線と

板材 2 6 の配列方向と平行な線とを含む面で切った断面が双曲線となる （つ

まり、受信アンテナ 2 1側に凸な）双曲面である。板材 2 6 は電波入射面 2

2 a に対 して斜めに傾いており、この傾き角によってパスレングスレンズ 2

の焦点距離が制御されている。

[0048] 板材 2 6 は、マイクロ波を屈折できるものであれば特に限定されない。ァ

ルミニゥ厶ゃステンレス等の金属板が好適であるが、金属板の表面に誘電体

をコ一ティングしたものや、誘電体フイルムの表面に金属膜を形成 したもの

を板材 2 6 として用いても良い。軽量化の観点からは、誘電体フイルムの表

面に金属膜を形成 したもの用いるのが良く、デザイン性 （反射光の抑制）を

重視する場合には、金属板の表面に誘電体をコ一ティングしたものを用いる

のが良い。コーティングする誘電体は、誘電体での損失が大きくならないよ

うに、使用する周波数域でのtan (誘電正接）の値が小さい誘電体を選択す

ることが望ましい。例えば、tan の値が 0 . 0 0 1 以下の誘電体を用いるの

が望ましい。マイクロ波の金属内への侵入深さは 1 m 程度なので、誘電体

フイルムの表面に金属膜を形成する場合には、 1 m 以上の金属膜をメツキ

などにより形成することが望ましい。

[0049] 板材 2 6 は、熱伝導性の良いアルミニウム等の金属板又は金属膜によって

形成されることが好ましい。これにより、板材 2 6 を放熱フィンとして利用

することができる。筐体内には、表示パネル 2 やバックライ ト装置 8 (図 1

参照）、或いは、これらの駆動を制御するデータ ドライバ 4 3 、ゲ一 卜ドラ

ィバ 4 2 等の制御装置 （図 2 参照）から発生 した熱が簧もりやすい。そのた

め、これらの部材と対向する位置に熱伝導性の良い板材 2 6 を配置すること



で、筐体内の熱を効率よく外部に放出することができる。

[0050] 図 4 は、受信アンテナ 2 の断面模式図である。

[0051 ] 受信 アンテナ 2 1 は、マイクロ波 9 2 を導波する導波管 2 5 と、導波管 2

5 内に配置されたアンテナ本体 2 7 と、 を備える。受信アンテナ 2 1 は、例

えば、導波管 2 5 の切 り口 2 5 a を徐々に広 くしてそのインピーダンスを自

由空間のインピーダンスに整合させるように したホーンアンテナである。マ

イク口波 9 2 によってアンテナ本体 2 7 に発生 した交流電流は、配線 2 8 を

介 して図 2 に示 した整流回路 2 3 に供給され、直流電流に変換される。

[0052] 図 5 は、受電部 2 0 におけるマイクロ波の受信方法の説明図である。

[0053] 複数の板材 2 6 をマイクロ波の伝搬方向に対 して傾け、 H面 （磁界面）に

平行に一定間隔で並べたパス レングス レンズ 2 2 を用いる場合、伝播される

マイク口波は直線偏波である。マイク口波は板材 2 6 の間隙を通 って受信ァ

ンテナ 2 に至る。板材 2 6 の間隔 a は、マイクロ波 9 の波長をスとして

、 < ス/ 2 の関係を満たす必要がある。

[0054] パス レングス レンズ 2 2 の焦点距離 f (収束の度合い）は、平面波 9 1 の

伝播方向に対する板材 2 6 の傾 き角 により制御される。屈折率 n は、 n =

C O S で与えられる。傾 き角 が大きいほど焦点距離 f は小さくな り、受

電部 2 0 の小型化、すなわち受電部 2 0 を設置するためのシール ド板 1 0 後

面側 （図 1参照）の筐体空間の薄型化が可能 となる。例えば = 6 0 ° で、

厚み 4 c m、 レンズ先端部か ら焦点位置までの距離 2 . 5 c m、幅 2 O c m

のパス レングス レンズ 2 2 が得 られる。

[0055] 図 6 は、送電部 3 0 におけるマイクロ波の送信方法の説明図である。

[0056] 送電部 3 0 のパス レングス レンズ 3 2 の構成は、受電部 2 0 のパス レング

ス レンズ 2 2 の構成 と概ね同 じである。パス レングス レンズ 3 2 は、互いに

平行に配置された複数の板材 3 6 か らなる。パス レングス レンズ 3 2 の電波

出射面 （平面波 9 が出射する面） 3 2 b は平面である。パス レングス レン

ズ 3 2 の電波入射面 （マイクロ波 9 0 が入射する面） 3 2 a は、電波出射面

3 b の法線 と板材 3 6 の配列方向と平行な線 とを含む面で切 った断面が双



曲線 となる （つまり、送信アンテナ 3 1 側 に凸な）双曲面である。板材 3 6

は電波出射面 3 b に対 して斜めに傾いており、 この傾 き角によってパス レ

ンダス レンズ 3 2 の焦点距離が制御されている。

[0057] 図 6 では、板材 3 6 の傾 き角を、図 5 に示 した受電側の板材 2 6 の傾 き角

と同 じ角度 としているが、送電側 と受電側のパス レンダス レンズの板材の

傾 き角は同 じである必要はない。板材 3 6 の間隔 b も受電側の板材 2 6 の間

隔 a と等 しくする必要はないが、板材 3 6 の間隔 b は、マイクロ波の波長を

スとして、 1 < ス/ 2 の関係を満たす必要がある。

[0058] 図 7 A 、 7 B は、 ワイヤ レス送電装置 3 9 を屋内に設置する方法の一例を

示す模式図である。図 7 A はワイヤ レス送電装置 3 9 が内蔵されるプライン

ドシステムに適用される窓 3 8 の平面図であ り、図 7 B は該プライン ドシス

テムに適用されるプライン ド3 2 及び窓 3 8 の断面図である。 ワイヤ レス送

電装置 3 9 は、屋内設備への電力送電を目的とするものである。

[0059] —次放射器である送信アンテナ 3 は、建物の窓枠 3 7 に設置されている

。送信アンテナ 3 1 は、例えば、図 4 に示 したのと同様のホーンアンテナで

ある。窓枠 3 7 は 「8 」字型の枠体である。窓枠 3 7 の中央部の室内に面 し

た側には開口部 3 7 a が形成されている。開口部 3 7 a には、例えば、図 4

に示 したような導波管が設置されており、該導波管の内部にはマイクロ波 9

0 を放射するアンテナ本体が設置されている。

[0060] アンテナ本体を開口部 3 7 a 以外の部分に設け、窓枠 3 7 を伝送路 として

、アンテナ本体か ら放射されたマイクロ波を開口部 3 7 a か ら放射する構成

としても良い。なお、その場合の窓枠は、マイクロ波に対 して導波路 となる

公知の構成を転用 して用いる。

[0061 ] ア ンテ ナ本体に電力を供給するために、窓枠 3 7 にコ ンセ ン ト3 3 が接続

されている。 コンセン ト3 3 とアンテナ本体は、窓枠 3 7 の内部に設けられ

た図示略の配線で接続されている。

[0062] 窓 3 8 の前面には、 プライン ドを兼ねるパス レングス レンズ 3 2 が設置さ

れている。パス レングス レンズ 3 2 は、複数の板材 3 6 を窓に対 して斜めに



傾斜 して配置 したものである。板材 3 6 は、マイクロ波 9 0 を屈折させるた

めに金属板若 しくは金属膜を含んでおり、窓 3 8 から入射する外光を遮るプ

ライン ドのル一バーとして機能する。

[0063] 板材 3 6 は、マイクロ波を屈折できるものであれば特に限定されない。ァ

ルミニゥ厶ゃステンレス等の金属板が好適であるが、金属板の表面に誘電体

をコ一ティングしたものや、誘電体フイルムの表面に金属膜を形成 したもの

を板材 3 6 として用いても良い。軽量化の観点からは、誘電体フイルムの表

面に金属膜を形成 したもの用いるのが良い。金属特有の光沢が気になる場合

には、アルミニウムやステ ンレス等の薄板の表面に、可視光の反射を抑制す

るための誘電体をコ一ティングし、これを板材 3 6 としても良い。誘電体が

金属板の表面に形成されていても、マイクロ波の屈折には殆ど影響がない。

[0064] ワイヤレス送電装置 3 9 は、屋内設備への電力送電を目的としている。そ

のため、人体への影響が少ないように、小さい電力密度の平面波 9 1 を屋内

に向けて送信する必要がある。この場合、送信アンテナ 3 1 から放射された

電力密度の大きいマイクロ波 9 0 を広い面積に広げるために、パスレングス

レンズ3 2 は大きなものが必要となる。大きなパスレングスレンズ3 2 を限

られた屋内空間に設置するためには、 レイアウ ト上の工夫が必要である。図

7 A 、 7 B のワイヤレス送電装置 3 9 では、設置面積を小さくするために、

送信アンテナ 3 やパスレングスレンズ3 2 をィンテ リァ製品の内部に組み

込み、又は、インテ リア製品の機能をパスレングスレンズ3 2 に組み込んで

パスレングスレンズ3 2 をィンテ リァ製品として兼用 している。そのため、

屋内の空間を有効に利用することができる。

[0065] 図 8 A は、図 1及び図 7 A 、 7 B に示 した送受電部の概略構成を示す模式

図である。図 8 B は、送電部及び受電部の変形形態を示す模式図である。図

8 A 、 8 B では、送電部と受電部の構成が類似 していることから、これらを

1 つの図にまとめて図示 している。図 8 A 、 8 B において、符号 5 0 ， 5 2

は送信アンテナ若 しくは受信アンテナ （以下、 「送受信アンテナ」という）

であり、符号 5 1 ， 5 3 はパスレングスレンズであり、符号 5 5 ， 5 6 は送



電部若 しくは受電部 （以下、 「送受電部」という）である。

[0066] 図 8 A の送受電部 5 5 は、 1組の送受信アンテナ 5 0 とパスレングス 5 1

によって送受電を行っている。そのため、大きな電力を送受電 しょうとする

と、パスレングスレンズ 5 の厚み d が大きくなり、焦点距離 f も大き

くなる。

[0067] 図 8 B の送受電部 5 6 は、複数組の送受信アンテナ 5 2 とパスレングスレ

ンズ 5 3 によって送受電を行っている。送受信アンテナ 5 とパスレングス

レンズ 5 3 は、平面波の伝搬方向と直交する面に沿って複数並べて配置され

ている。送受信アンテナ 5 とパスレングスレンズ 5 3 の数を増やすことに

よって大電力を送受電するようになっている。この場合、 1 つ 1 つのパスレ

ングスレンズ 5 3 の大きさは小さくなる。よって、パスレングスレンズ 5 3

の厚み d 2 は小さくなり、焦点距離 f 2 も小さくなる。複数のパスレングス

レンズを用いる場合、電力損失を小さくするために、各々の電気長を同 じに

し、同位相での給電を行うことが望ましい。

[0068] 例えば、図 8 B の送受電部 5 6 を図 1 の薄型表示装置 1 の受電部 2 0 に適

用 した場合、放熱キャビネッ卜1 3 と受信アンテナ 2 との間の距離が小さ

くなる。そのため、受電部 2 0 を薄型表示装置 1 の筐体内に設置するための

スペースが小さくなり、薄型表示装置 1 の更なる薄型化が可能となる。

[0069] 図 9 は、ワイヤレス受電装置を内蔵 した電子機器の第 2 形態であるスピ一

力一 6 0 の断面模式図である。図 1 0 は、スピーカ一 6 0 に適用されるパス

レングスレンズ 6 2 の断面模式図である。図 9 において、図 1 と共通する構

成要素については、同 じ符号を付 し、詳細な説明は省略する。

[0070] スピーカ一 6 0 は、エンクロージャー 6 9 の内部に、音源となる図示略の

ボイスコイルの振動を伝えるホーン型の振動板 6 8 を備える。振動板 6 8 の

中心部には、受信アンテナ 6 が設置されている。振動板 6 8 の開口面には

、パスレングスレンズ 6 2 が設置されている。パスレングスレンズ 6 2 は、

エンクロージャー 6 9 とともにスピーカ一 6 0 の筐体の一部を構成 している



[0071 ] パス レングス レンズ 6 2 は、互いに平行に配置された複数の板材 6 6 によ

つて構成 されている。パス レングス レンズ 6 2 の電波入射面 （平面波 9 が

入射する面） 6 2 a は平面であ り、電波出射面 （マイクロ波 9 2 が出射する

面） 6 2 b は、電波入射面 6 2 a の法線 と板材 6 6 の配列方向と平行な線 と

を含む面で切 った断面が双曲線 となる （つまり、受信 アンテナ 6 1 側 に凸な

) 双曲面である。板材 6 6 は電波入射面 6 2 a に対 して斜めに傾いてお り、

この傾 き角によってパス レングス レンズ 6 2 の焦点距離が制御 されている。

[0072] 板材 6 6 は、マイクロ波 9 1 を屈折できるものであれば特 に限定されない

。 アル ミニウムやステ ン レス等の金属板が好適であるが、金属板の表面に誘

電体をコ一テ ィング したものや、誘電体 フ イル ム の表面に金属膜 を形成 した

ものを板材 6 6 と して用いても良い。軽量化の観点か らは、誘電体 フイルム

の表面に金属膜 を形成 したものを用いるのが良 く、デザイン性 （反射光の抑

制）を重視する場合には、金属板の表面に誘電体をコ一テ ィング したものを

用いるのが良い。マイクロ波の金属内への侵入深さは 1 m 程度なので、誘

電体 フ イル ム の表面に金属膜 を形成する場合には、 1 m 以上の金属膜 をメ

ツキなどにより形成することが望 ま しい。

[0073] パス レングス レンズ 6 2 は、図 1 に示 したワイヤ レス送電装置 3 9 か ら送

信 された平面波 9 をス ピーカ一 6 0 の筐体内部 に向けて収束させる。受信

アンテナ 6 1 は、パス レングス レンズ 6 2 の焦点近傍 に設置されてお り、パ

ス レングス レンズ 6 2 によって収束された電力密度の高いマイクロ波 9 2 を

受信 し、電力に変換する。パス レングス レンズ 6 2 と受信 アンテナ 6 1 によ

つて、受電部が構成 されている。

[0074] 図示は省略 したが、ス ピーカ一 6 0 には、受電部で受信 したマイクロ波 9

1 によって生 じた交流電流を直流電流に変換する整流回路 と、整流回路か ら

供給 された電力を蓄える蓄電装置 と、蓄電装置か ら入力された電圧をス ピ一

カー 6 0 の駆動に必要な複数の電圧 （例えば、音源 に供給する駆動用電位）

に変換する電源回路 と、が設けられている。整流回路や蓄電装置の構成は、

図 2 に示 した整流回路 2 3 や蓄電装置 2 4 と同様である。受電部 と整流回路



と蓄電装置とにより、ワイヤレス受電装置が構成されている。

[0075] 板材 6 6 は、振動板 6 8 の前面に設置されることにより、音響 レンズとし

て機能する。例えば、音速を3 4 0 m/ s 、光速を3 0 0 0 0 0 0 0 0 m/

s とすると、波長ス= 5 c m (マイクロ波）の場合、周波数は、音波が 6 .

8 k H z 、電波 （マイクロ波）は 6 G H z となる。人間の可聴周波数は 2 0

H z ~ 2 0 k H z であるため、マイクロ波を屈折させるパスレングスレンズ

は、可聴周波数域の音波を屈折させる音響 レンズとして機能する。

[0076] 図 1 0 に示すように、パスレングスレンズ 6 2 を構成する複数の板材 6 6

には、固有振動数の異なる複数の板材 6 3 ， 6 4 が含まれている。固有振動

数の大きさは、板材 6 6 の材質、厚み、重量等によって制御されている。板

材 6 6 は音波の伝搬経路上に配置されているため、固有振動数と一致する特

定波長の音波が放射されると、板材 6 6 が固有振動する。スピーカ一 6 0 で

は、板材 6 6 の固有振動数を全て等 しくしないことで、音響 レンズとして使

用 した場合の特定波長での大きな共振を抑制 し、音質の向上を図っている。

[0077] 図 1 0 では、パスレングスレンズ 6 2 の中央部の板材 6 6 を固有振動数の

大きい板材 6 3 とし、パスレングスレンズ 6 2 の外周部の板材 6 6 を固有振

動数の小さい板材 6 4 としているが、パスレングスレンズ 6 2 の構成はこれ

に限定されない。固有振動数の異なる板材の種類は 2 種類に限らず、 3 種類

以上とすることができる。固有振動数の異なる複数種類の板材の配置も任意

である。

産業上の利用可能性

[0078] 本発明は、マイクロ波送電を行うワイヤ レス送電装置と、マイクロ波受電

を行うワイヤ レス受電装置内蔵型の電子機器全般に利用可能である。

符号の説明

[0079] 薄型表示装置 （電子機器）

表示パネル

1 0 シ一ル ド板

1 1 前キヤビネッ卜 （筐体）



後 キ ャ ビネ ッ 卜 （筐体）

放熱 キ ャ ビネ ッ 卜 （筐体）

受電部

受信 ア ンテ ナ

パ ス レン グス レンズ

蓄電装置

板材

ワイ ヤ レス受電装置

送電部

送信 ア ンテ ナ

パ ス レン グス レンズ

板材

窓枠

ワイ ヤ レス送電装置

送受信 ア ンテ ナ

パ ス レン グス レンズ

送受電部

ス ピー カ一 （電子機器）

受信 ア ンテ ナ

パ ス レン グス レンズ

， 6 4 ， 6 6 板材

振動板

エ ン ク ロー ジ ャー （筐体）

, 9 , 9 マイクロ波



請求の範囲

ワイヤ レス受電装置 を備 える電子機器であ って、

前記 ワイヤ レス受電装置は、前記電子機器の筐体の内部 に設置 され

た受信 アンテナ と、前記電子機器の筐体の壁面 に設置 され、前記受信

アンテナに向けて伝搬するマイクロ波 を収束するパス レングス レンズ

と、 を備 える電子機器。

前記受信 アンテナに向けて伝搬するマイクロ波は平面波である請求

項 1 に記載の電子機器。

前記 / 《ス レングス レンズと前記受信 アンテナ と、 を含む受電部が、

前記筐体の壁面 に沿 って複数設 け られている請求項 1 又は 2 に記載の

十ほ 。

前記 ワイヤ レス受電装置は、前記受信 アンテナによって受電 した電

力を蓄える蓄電装置 を備 える請求項 1 ない し3 のいずれか 1 項 に記載

の電子機器。

前記電子機器は、表示パネルの後方 に放熱 フィンを配置 した薄型表

示装置であ り、

前記パス レングス レンズは、互いに平行 に配置 された複数の板材か

らな り、

前記複数の板材は前記表示パネル と対向する位置 に配置 され、前記

放熱 フィンと して機能する請求項 1 ない し4 のいずれか 1 項 に記載の

十ほ 。

前記表示 / 《ネル と前記パス レングス レンズとの間に、金属で形成 さ

れたシ一ル ド板が設 け られている請求項 5 に記載の電子機器。

前記電子機器は、振動板の前方 に音響 レンズを配置 したス ピーカ一

であ り、

前記パス レングス レンズは、互いに平行 に配置 された複数の板材か

らな り、

前記複数の板材は前記振動板の前方 に設置 され、前記音響 レンズと



して機能する請求項 1 ない し4 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

前記複数の板材 には、固有振動数の異なる複数の板材が含 まれてい

る請求項 7 に記載の電子機器。

前記板材は、誘電体 フ イル ム の表面 に金属膜 を形成 したものである

請求項 6 ない し8 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

前記板材は、金属板の表面 に誘電体 をコ一テ ィング したものである

請求項 6 ない し8 のいずれか 1 項 に記載の電子機器。

マイクロ波 を放射する送信 アンテナを備 えた窓枠 と、

前記送信 アンテナか ら放射 されたマイクロ波 を平面波 に変換 して屋

内に送信するパス レングス レンズと、 を有 し、

前記パス レングス レンズは、互いに平行 に配置 された複数の板材か

らな り、

前記複数の板材は、前記窓枠の前面 に配置 され、 プライン ドのル一

バ一 と して機能するワイヤ レス送電装置。

前記板材は、金属板の表面 に誘電体 をコ一テ ィング したものである

請求項 1 1 に記載のワイヤ レス送電装置。
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